
（平成２３年１月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 30 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬国民年金 事案 670 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月及び同年９月 

私は、昭和 60 年７月に会社を退職して、同年８月にＡ市役所で国民

年金の加入手続を行い申立期間の保険料を納付し、同年 10 月にＢ市に

転出した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60 年７月に会社を退職して、同年８月にＡ市役所で国

民年金の加入手続を行い申立期間の保険料を納付し、同年 10 月にＢ市に

転出したと申述しているところ、申立人は、61 年４月 17 日付けのＢ市が

発行した昭和 60 年度国民年金保険料納入証明書を所持しており、その保

険料納入証明書には、申立期間について「タシノウフ」と印字されている

ことから、申立人は、Ａ市で保険料を納付したものと推認される。 

また、申立期間は２か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き

国民年金加入期間の保険料を全て納付し、国民年金被保険者の種別変更手

続や住所変更手続等を適切に行っていることから、年金制度に対する意識

の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 671 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 10 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月から 47 年３月まで 

    私は、母から、私が 20 歳になったときに国民年金に加入したことを

聞き、大学卒業後に年金手帳を渡された。その年金手帳については、長

期間保管していたが、新しい年金手帳の交付を受けたときに廃棄してし

まった。両親が保険料を納付したと思うので、申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親から、自身が 20 歳になったときに国民年金に加入

したことを聞き、大学卒業後に年金手帳を渡されたと主張しているところ、

申立期間当時、申立人の実家があったＡ市において、申立人と生年月日が

10 日違うものの、同姓同名の者に対して国民年金手帳記号番号（＊）が

払い出されたことが確認できる上、当該手帳記号番号は申立人の姉（二

女）と連番で払い出されていること、及び当該手帳記号番号の国民年金被

保険者台帳（特殊台帳）に記載された住所と申立人の申立期間後の住民登

録地が一致していることから、当該手帳記号番号の記録は申立人のものと

認められる。 

また、上記手帳記号番号の記録では、昭和 42 年 10 月から 44 年６月ま

での期間及び 45 年４月から 47 年３月までの期間の保険料が納付済みとさ

れている。 

さらに、上記納付済み期間の間の昭和 44 年７月から 45 年３月までの保

険料が未納とされているが、当該未納期間前後の保険料が納付済みである

こと、当該未納期間は９か月と短期間であること、及び当時、申立人と住



                      

  

民登録が同一住所であったと推認されるその母親と二人の姉は、当該未納

期間に係る保険料が納付済みであることから、申立人の両親が、申立人の

みの当該未納期間の保険料を納付しなかったものと考えるのは不自然であ

る。 

加えて、オンライン記録により、国民年金の加入手続及び保険料の納付

等を行ったと推認される申立人の両親や、その二人の姉は、厚生年金保険

と国民年金の切替手続、国民年金被保険者資格の種別変更手続等を適正に

行っていることが確認できることから、国民年金制度に対する意識の高さ

がうかがえる。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1013 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 40 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、40 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1014 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 70 万

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、70 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1015 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 40 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、40 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1016 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 15 万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、15 万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1017 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 40 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、40 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1018 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 43 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、43 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1019 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 31 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、31 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1020 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 80 万

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、80 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1021 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 31 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、31 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1022 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 40 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、40 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 38 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、38 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1024 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 35 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、35 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1025 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 41 万

1,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、41 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1026 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 43 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、43 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1027 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 42 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、42 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1028 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 35 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、35 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1029 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 52 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、52 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 18 万

4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、18 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 43 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、43 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1032 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 32 万

4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、32 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 43 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、43 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 47 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、47 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 34 万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、34 万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 36 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、36 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1037 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 29 万

1,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、29 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1038 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 46 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、46 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1039 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 35 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、35 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1040 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 34 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、34 万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1041 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年 12 月５日の標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を 40 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月５日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された申立期間に係る「支給控除項目一覧表」により、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、当該事業所から提出され

た「支給控除項目一覧表」に記載された申立人に係る厚生年金保険料控除

額から、40 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認でき、

保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していな

いと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1042 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 18 年１月 14

日は 85 万 5,000 円、同年７月 15 日は 150 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年１月 14 日 

                          ② 平成 18 年７月 15 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 22 年５月７日付けで年金事務所に当該

賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年金

保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されないの

で、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された給料台帳により、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険法第 24 条の３において「標準賞与額が 150 万円を

超えるときは、これを 150 万円とする。」との規定が定められているとこ

ろ、当該事業所が申立人に係る申立期間②の標準賞与額を計算するに当た

り、誤って賞与支給額である 177 万円を基に計算して給料台帳に記載し、



                      

  

申立人の賞与から控除した状況がみられる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、当該給料台帳の

厚生年金保険料控除額から、85 万 5,000 円、申立期間②に係る標準賞与

額については、同給料台帳の賞与額から、150 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認でき、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



群馬国民年金 事案 672 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

重複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

私は、Ａ市役所内の金融機関において、申立期間の国民年金保険料を

納付した。また、当該期間の保険料については別途、集金人に対しても

納付したことを記憶しているので、申立期間の重複して納付した保険料

を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、国民年金手帳の「国民年金印紙検認記録

欄」の検認印がＡ市役所内の金融機関で押されたものであること、また、

申立人が所持している「国民年金保険料支払済カード」に、申立人が集金

人に保険料を納付した際の集金人の認印があることから、金融機関と集金

人に重複して保険料を納付したと主張しているが、申立人が当時居住して

いた同市における昭和 41 年５月 10 日発行の「Ａ市政だより」によると、

市役所が被保険者の国民年金手帳を保管し、被保険者には「国民年金保険

料支払済カード」を配布し、保険料を集金人に支払った際に「国民年金保

険料支払済カード」に集金人の認印を受けることが記述されている。この

ことから、申立人が所持している「国民年金保険料支払済カード」の認印

は、申立人が申立期間の保険料を集金人に納付した際の集金人の認印であ

ることが確認できる。 

また、国民年金手帳の「国民年金印紙検認記録欄」の検認印は、申立人

が居住していた地区の集金人が被保険者から預かった保険料を市役所に納

付した後、市役所の納付窓口が被保険者から預かっていた国民年金手帳に

検認印を押したものであることが推認できることから、申立期間の保険料

を重複して納付していたとは考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を重複して納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を重複し



  

て納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



  

群馬国民年金 事案 673 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年４月から 58 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 58 年９月まで 

申立期間当時は家業の＊店で事務と設計の仕事をしており、その間の

国民年金保険料は両親が納付していたはずである。申立期間が国民年金

に未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年４月頃、その母親が国民年金の加入手続を行い、

その両親が保険料を納付していたと申述しているが、申立人の国民年金手

帳記号番号は、平成３年３月に転居先のＡ町で払い出されており、その時

点では、申立期間については時効により保険料を納付することができない

上、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳によると、平成３年２月に初めて国民

年金被保険者資格を取得した記録になっている上、オンライン記録におい

ても同様であることが確認できることから、申立期間については、国民年

金に未加入期間となり、制度上、保険料を納付することができない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



群馬厚生年金 事案 1043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月１日から 41 年３月 10 日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会し 

たところ、Ａ社Ｂ所に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い

ことが分かった。勤務していたことは間違いないので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言及び申立人の具体的な申述により、申立人が申立期

間についてＡ社Ｂ所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所の事業主は「Ａ社Ｂ所の当時の従業員につ

いては、昭和 41 年３月 10 日に厚生年金保険に加入させた。」と証言し

ている上、同事業所が保管している申立人に係る「健康保険厚生年金保

険資格取得確認および標準報酬決定通知書控」には、申立人の資格取得

日が昭和 41 年３月 10 日と記録されていることが確認できる。 

また、当該事業所に勤務していた複数の同僚は「入社しても、すぐに

は厚生年金保険に加入させてもらえず、昭和 41 年３月 10 日に厚生年金

保険に加入した。」と証言していることから、同事業所においては、当

時、入社して相当期間経過してから厚生年金保険に加入させていたもの

と考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

群馬厚生年金 事案 1044 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 41 年５月２日から 43 年３月１日まで 

             ② 昭和 43 年６月４日から 44 年５月２日まで 

             ③ 昭和 44 年６月６日から 51 年６月５日まで 

             ④ 昭和 51 年７月６日から 57 年６月３日まで 

   Ａ社に昭和 41 年５月２日から 44 年５月２日までの期間及び 51 年７

月６日から 57 年６月３日までの期間について勤務したが、年金事務所

の記録では、43 年３月１日から同年６月４日までの期間についてのみ

の厚生年金保険の加入記録となっており、事実と異なっている。また、

Ｂ社に 44 年６月６日から 51 年６月５日までの期間について勤務したが、

この期間の厚生年金保険の加入記録が無い。各申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人に係る雇用保険の加入記録及び同僚の証

言により、申立人がＡ社に勤務していたことは確認できる。 

  しかしながら、Ａ社の後継事業所は「Ａ社は既に廃業しているため、

当時の資料が破棄されており、また、当時のことが分かる者は誰もいな

い。」と回答していることから、申立人の申立期間①に係る厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

また、申立人と同じ仕事をしていた同僚は「私は、会社に対し、厚生

年金保険に加入したいと口うるさく言って、昭和 43 年３月１日に加入

させてもらった。」と証言している上、複数の同僚についても、Ａ社に

入社したとする日と厚生年金保険の被保険者資格取得日が異なることが

確認できることから、同社では、全ての従業員を入社と同時に厚生年金

保険に加入させる取扱いでなかったことがうかがえる。 



  

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した日である昭和 43 年３月

１日に同社において申立人のほかに従業員 42 人が厚生年金保険の被保

険者資格を取得していることが確認できることから、同社は、入社して

から一定期間経過後に、従業員をまとめて厚生年金保険に加入させてい

た事情がうかがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿によると、申立期間①において、申立人

の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社に勤務したと申述しているとこ

ろ、同社の後継事業所は「Ａ社は既に廃業しているため、当時の資料が

破棄されており、また、当時のことが分かる者は誰もいない。」と回答

していることから、申立人の申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人の厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、昭和 43 年６月４日と記録

されている上、申立人に係る健康保険証が社会保険事務所（当時）に返

還されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社における雇用保険の加入記録によると、申立人に係る雇

用保険の離職日と厚生年金保険被保険者資格喪失日が一致していること

が確認できる。 

 

３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録により、期間の特定はでき

ないものの、Ｂ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社の事業主は「会社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは、昭和 57 年６月１日である。」と回答している上、複数の

同僚も「昭和 57 年６月１日前の期間については、誰も厚生年金保険に

加入していなかった。」と証言しているところ、オンライン記録により、

同社が厚生年金保険に加入したのは、昭和 57 年６月１日であることが

確認できること、及び前述の複数の同僚の被保険者資格取得日も同日で

あることが確認できることから、同社は厚生年金保険の適用とともに、

従業員を厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

人が名前を挙げている複数の同僚については、同社における厚生年金保

険の加入記録を確認することができない。 

 

４ 申立期間④について、申立人に係る雇用保険の加入記録により、期間

の特定はできないものの、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社の後継事業所は「Ａ社は既に廃業しているため、



  

当時の資料が破棄されており、また、当時のことが分かる者は誰もいな

い。」と回答していることから、申立人の申立期間④に係る厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

また、申立人は、申立期間④において、Ａ社に勤務した同僚の名前を

挙げているものの、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、その同僚が厚生年金保険の被保険者となった記録は確認できない。 

さらに、長期にわたりＡ社に勤務した同僚は「会社は、従業員を厚生

年金保険に加入させるとする考えが欠けており、私も入社してから約６

年後にやっと加入させてもらった。」と証言していることから、同社で

は、全ての従業員について、入社と同時に厚生年金保険に加入させる取

扱いではなかったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立期間④において、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

 

５ このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として、各申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



  

群馬厚生年金 事案 1045 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年１月 31 日から 47 年 11 月７日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間について、勤務していて給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたと思うので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社にＢ職として勤務していたことは、期間の特定はできない

ものの、申立人の申述内容及び同僚の証言により推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、既に適用事業所でなくなっている上、事

業主は亡くなっているため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用

状況等について確認することができない。 

また、申立人の雇用保険の加入記録も確認できない上、当該事業所の当

時の複数の同僚は「申立人の勤務期間は短期間であった。」、また、「Ｂ

職には数か月の試用期間があった。」と証言していることから、申立期間

当時、同事業所においては、全ての従業員を厚生年金保険に加入させる取

扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、当該事業所に係る厚生年金保険被保険者原票において、申立期

間に申立人の氏名は確認できず、整理番号に欠番も無いことから、社会保

険事務所（当時）において申立人に係る記録を欠落させたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


